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第３期スポーツ基本計画の概要
（詳細版）

６．スポーツの成⾧産業化



■今後５年間に総合的かつ
計画的に取り組む施策６．スポーツの成⾧産業化

【政策目標】
スポーツ市場を拡大し、その収益をスポーツ環境の改善に還元し、スポーツ参画人口の拡大につなげるという

好循環を生み出すことにより、スポーツ市場規模 5.5兆円を2025年までに15 兆円に拡大することを目指す。

【現状】

【今後の施策目標】
○ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けたスポーツ産業を再び活性化させるとともに、
成⾧産業化への道筋を明確なものとする。

【主な具体的施策】

・ 地域密着型のプロスポーツリーグ等において、地域とともに成⾧しようとする活動が拡大しつつある。
・ 第２期計画でスポーツ市場規模を2020年までに10兆円、2025年までに15兆円とする目標を掲げており、順調に推移していたが、新型

コロナウイルスの感染拡大の影響を大きく受けている可能性がある。

地域経済の活性化の基盤となる
スタジアム・アリーナ施設の整備

スポーツ団体と他産業との
オープンイノベーションによる

新しいビジネスモデルの創出支援
国際市場へのスポーツコンテンツ
輸出、インバウンドの取り込み

事業・
人材等

技術・
ノウハウ等

Sports Open Innovation 
Platform（SOIP）

データ・権利・
施設等

知識・
検証等
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参考データ集
６．スポーツの成⾧産業化



日本のスポーツ市場規模の動向

○ 日本版スポーツサテライトアカウント2020の試算によると、スポーツ市場規模（教育、公営競技を除く）
は、2018年で9.1兆円となっており、増加傾向にある。

○ しかし、その後は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を大きく受けている可能性がある。

■第２部第３章（６）スポーツの成⾧産業化
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多様な世代が集う交流地点としてのスタジアム・アリーナ一覧

○ まちづくりや地域活性化の核となるスタジアム・アリーナのモデル施設として、令和2年度に
構想・計画策定段階の2拠点、設計・建設段階４拠点、運営・管理段階の５拠点、計11拠点を選定。

■第２部第３章（６）スポーツの成⾧産業化
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多様な世代が集う交流地点としてのスタジアム・アリーナ
■第２部第３章（６）スポーツの成⾧産業化
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多様な世代が集う交流地点としてのスタジアム・アリーナ
■第２部第３章（６）スポーツの成⾧産業化
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